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要旨：本論文は，損傷軽減機構を有するとともに優れたエネルギー吸収を発揮する鉄筋コンクリート造柱の

開発を目標とする。具体的には，損傷軽減のため半固定型柱とした既往の研究 1)にテーパー形状，配筋等に改

良を加え，更に外柱等も対象として検討を行なったものである。実験結果より，提案した半固定型柱は想定

した変形角まで有意な損傷は生じず安定したエネルギー吸収を示した。本研究の成果をもって従来進めてき

た梁 2)，耐震壁 3)，杭 4)5)の開発と併せ損傷軽減機構を有する鉄筋コンクリート造高耐震構造システムの構築

の完成を得たといえる。 
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1. はじめに 

 近年，建築物の設計においては大地震時に対しても一

定の建物継続使用性や損傷軽減が要求されるようになり，

制振構造や免震構造等の構造システムが普及しつつある。

しかし，これらには建設コストの上昇や計画上の制約と

いった問題が伴う場合も少なくない。 

 そこで，平石等は損傷軽減機構を有するとともにコス

ト性能に優れかつ計画上制約の少ない新たな鉄筋コンク

リート造高耐震構造システム（図－1）の開発研究を行っ

ている。6)既に降伏機構分離型を有する梁 2)，耐震壁 3)，

杭 4) 5)の開発を終えており，半固定型とした損傷軽減機

構を有する柱の開発をもって大地震時においても架構全

体にほとんど損傷の生じない構造の構築が可能となる。 

一方，積山等は半固定型柱の応用例として，半固定型

柱を最上層柱頭および最下層柱脚に用いることによる変

形一様化を提案しており，その妥当性をファイバーモデ

ルを使用した地震応答解析により低層，中層，高層建物

において立証している。7)8) 

このような背景から，鉄筋コンクリート造半固定型柱

の構造実験による開発研究が行われた。1)結果として，半

固定型柱は変形角 R=1/100rad 程度まではほとんど損傷

もなく良好なエネルギー吸収を示したものの，変形角

R=1/50rad では柱脚部コンクリート部分に割裂破壊およ

び割裂破壊に伴う剥落が生じた。 

以上より，本研究では柱脚部かぶりコンクリートの割

裂破壊の改善を図るとともに，損傷軽減機構を有しかつ

変形一様化構造システムに対応する半固定型とした鉄筋

コンクリート造柱の開発，並びに合理的な復元力モデル

の作成を目的とし，工法の考案とその構造実験を行った。

実験結果より，考案した鉄筋コンクリート造半固定型柱

の工法の妥当性の検討およびその基本的性状を解明する。 

 

2. 工法概要 

2.1 断面縮小 

図－2 に危険断面部の断面縮小概念図を示す。ヒンジ

領域を柱脚部に限定し柱脚部以外の損傷を軽減すること

を目的として，ヒンジ想定部である柱脚部の断面積を柱

軸部よりも縮小させ，柱外側主筋を固定端に定着させず

鉄筋量を減少させた。 

2.2 テーパー加工 

図－3 にテーパー概念図を示す。柱脚部にヒンジを発

生した後，柱脚部のコンクリートの圧壊による損傷を抑

制し，十分なエネルギー吸収を可能とすることを目的と

して，柱脚部の形状をテーパー状に加工した。なお，試

験体柱頭部も柱脚部同様にテーパー状に加工し，逆対称

 

図－1 損傷軽減機構を有する変形一様化構造システム 
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図－2 断面縮小概念図 
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加力装置により載荷を行った。テーパー形状については，

既往の研究 1)ではテーパー角度を 45°と定めたことで，

柱脚部のコンクリートに大きな無筋部分が生じ，これが

割裂破壊および剥離を引き起こす一因となった。このた

め，本研究においては想定した変形角を許容しうる最大

角度約 11°のテーパーを設けた。 

2.3 付着除去 

 図－4 に付着除去概念図を示す。鉄筋の塑性化による

エネルギー吸収と曲げ戻し効果による柱端部のひび割れ

軽減を目的とし柱端部 150mm を付着除去区間とし，鉄

筋にビニールテープを平滑に巻き付着を除去した。 

 

3. 試験体概要 

 図－5に試験体全体図，図－6に試験体断面図，表－1

に試験体概要を示す。試験体は構造設計・部材断面事例

集 9)14 階モデルを参照し，1 階の内柱および外柱の柱脚

部を想定した 3体を計画し，実大の 1/2スケールとした。  

共通因子は，試験体高さ 1400mm，柱軸部の断面せい

および断面幅 350mm，接合部径 300mm，上下スタブ高さ

720mmである。いずれの試験体も断面縮小およびテーパ

ー加工を施している。以下に各試験体特徴を記す。なお，

試験体は縦打ちとして，スタブ部分を打設し，テーパー

状の型枠を設置したのち柱の型枠を設置しコンクリート

を打設した。 

a) 試験体 No.1【内柱モデル】 

柱外側せん断補強筋間隔を 50mm，柱内側せん断補強

筋間隔を 23mmとした。 

b) 試験体 No.2【付着除去モデル】 

柱外側せん断補強筋間隔を 50mm，柱内側せん断補強

筋間隔を 23mm とした。柱内側主筋において柱端部

150mmを付着除去区間とした。 

c) 試験体 No.3【外柱モデル】  

柱外側せん断補強筋間隔を 40mm，柱内側せん断補強

筋間隔を 23mmとした。 

 表－2，表－3に試験体に使用したコンクリートおよび

鉄筋の材料強度を示す。 

 

4. 載荷方法 

加力装置を図－7 に示す。実験は逆対称加力装置を用い

て部材角制御で行った。 

 

載荷方法は，内柱想定の試験体 No.1，No.2については

一定軸力下，外柱想定の試験体 No.3 については変動軸力

下での正負繰り返し載荷とし，鉛直ジャッキで所定の軸

力を与え水平ジャッキを用いてせん断力を与えた。なお，

軸力比の算出には断面縮小部の危険断面の断面積を用い

た。以下，危険断面部における軸力比を単に軸力比と表

し，圧縮軸力を正，引張軸力を負として示す。各試験体

加力サイクルを以下に示す。 

a) 試験体 No.1【内柱モデル】 

初期軸力として軸力比 0.05の軸力を与え，試験体の変

形角を R=1/800rad で正負加力を 1 回ずつ行い，

R=1/400rad，1/200rad，1/100rad，1/50rad では正負加力を

2 回ずつ繰り返し行った。これを基本サイクルとする。

基本サイクル後は，軸力比を 0.20，0.30，0.40，0.50と随

時増大させ R=1/50radで正負加力を 2回ずつ行った。 

  

図－3 テーパー概念図 図－4 付着除去概念図 

表－1 試験体概要 

 

 

表－2 コンクリート材料試験結果 

 

 

表－3 鉄筋材料試験結果 

 

 

 

 

(a) 柱軸部断面 

 

(b) 接合部断面 

図－5 試験体全体図 図－6 試験体断面図 
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b) 試験体 No.2【付着除去モデル】 

試験体 No.1 同様，軸力比 0.05 において基本サイクル

を行った後，軸力比を 0.20，0.30，0.40，0.50と随時増大

させ R=1/50radで正負加力を 2回ずつ行った。 

c) 試験体 No.3【外柱モデル】 

 外柱を想定した試験体 No.3 は変動軸力下において加

力を行った。正加力時の軸力比を 0.05，負加力時の軸力

比を-0.13として基本サイクルを行った後，正加力時の軸

力比のみを 0.20，0.40，0.50，0.60，0.68と随時増大させ，

R=1/50rad で正負加力を 2回ずつ行った。 

 

5. 履歴性状 

図－8 に各試験体の基本サイクルにおける曲げモーメ

ント-変形角関係を，図－9に軸力増加サイクル毎の曲げ

モーメント-変形角関係を示す。 

a) 試験体 No.1【内柱モデル】 

軸力比 0.05 において R=1/200rad に至る過程で柱内側

主筋が早期に降伏し，R=1/50rad ピーク時に最大曲げモ

ーメント Mmax=80.1kN・m となった。軸力比が 0.05，

0.20，0.30，0.40，0.50と増大すると耐力も増大し，軸力

比 0.50における R=1/50radピーク時において最大曲げモ

ーメント Mmax=178.1kN・mとなった。履歴は軸力比 0.50

の最終サイクルにおいても安定した形状となったが，こ

の理由としては，危険断面よりテーパー部および軸部の

断面が大きいことに伴う支圧効果によるコンクリートの

実質的な強度の上昇が寄与したことが考えられる。 

b) 試験体 No.2【付着除去モデル】 

軸力比 0.05 において R=1/200rad に至る過程で柱内側

主筋が早期に降伏し，R=1/50rad ピーク時に最大曲げモ

ーメント Mmax=74.2kN・m となった。軸力比が 0.05，

0.20，0.30，0.40，0.50と増大すると耐力も増大し，軸力

比 0.50における R=1/50radピーク時において最大曲げモ

ーメント Mmax=173.5kN・mとなった。履歴は軸力比 0.50

の最終サイクルにおいても安定した形状となった。なお，

試験体 No.1 と比較すると同変形角における耐力が小さ

い傾向にあるが，この一因に柱内側主筋の付着除去によ

る，危険断面部における主筋歪の遅れ 10)が考えられる。 

c) 試験体 No.3【外柱モデル】 

軸力比 0.05 において R=1/200rad に至る過程で柱内側

主筋が早期に降伏し，R=1/50rad ピーク時に最大曲げモ

ーメント Mmax=74.1kN・m となった。軸力比が 0.05，

0.20，0.40，0.50，0.60，0.68と増大すると耐力も増大し，

軸力比 0.68における R=1/50radピーク時において最大曲

げモーメント Mmax=197.0kN・m となった。履歴は変動

軸力下においても安定した形状となった。 

また，基本サイクルにおける引張軸力経験後の 2サイ

クル目において耐力低下が確認された。この一因として，

変動軸力下において引張軸力が圧縮軸力よりも大きい場

合，引張軸力経験後の 2サイクル目において，圧縮負担

側の剛性が鉄筋によるもののみとなることが考えられ，

その結果，基本サイクルにおける 2サイクル目において，

耐力低下が発生したと考えられる。なお，圧縮軸力比が

0.20 以降のサイクルにおいては上述の繰り返し時の耐力

低下は確認されなかった。 

 

図－7 加力装置 

 

(a) 試験体 No.1 

 

 

(b) 試験体 No.2 

 

 

(c) 試験体 No.3 

図－8 基本サイクルにおける M-θ 関係 
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6 .諸強度 

 表－4 に各試験体の断面縮小部曲げ終局モーメントお

よび柱軸部せん断終局強度の実験値と理論値の比較を示

す。理論値の計算については，断面縮小部の円形断面積

を断面積の等しくかぶり厚の等しい正方形断面積に置換

し，主筋の断面積および全主筋本数をそれぞれ等しくか

つ各辺の主筋本数が同一となるように置き換えて，一辺

に配置された主筋本数を引張鉄筋として理論値を算定し

た。なお，一辺の主筋本数は「（全主筋本数/4）+1」とし

た。曲げ終局モーメント Muは略算式 11)により算定した。 

半固定型柱の柱軸部におけるせん断強度は，せん断摩

擦理論に基づくせん断強度 12) 13)とダウエル鉄筋による

せん断強度 13) 14)のうち最大値を採用した。また，柱軸部

のせん断強度は修正荒川式を用いた。変動軸力で高軸力

の場合を除けば，実験値は理論値を概ね 1～2 割程度上

回る値となった。 

表－4 実験値と理論値の比較 

 

 

7. 破壊性状 

図－10 に各試験体の基本サイクル終了時と最終加力

サイクル終了時のひび割れ図およびピーク時および除荷

時のひび割れ幅を，写真－1 に各試験体の最終加力サイ

クル終了時の柱脚部ひび割れ写真を示す。 

a) 試験体 No.1【内柱モデル】 

軸力比 0.05 における R=1/200rad サイクルで正加力時

および負加力時ともに引張側柱脚部において最初の曲げ

ひび割れが発生した。変形角の増大につれてひび割れの

発生数は増加したが，ひび割れ幅はいずれも 0.05mm 未

満であり，その幅はほとんど増大しなかった。また， 

R=1/100radサイクルで正加力時および負加力時ともに引

張側柱脚部において柱外側主筋の配筋位置に沿った縦ひ

び割れが発生し，軸力の増大とともにその幅は徐々に増

大した。これは加力時に外側主筋に作用した引張力に起

因するものと考えられる。なお，このひび割れの最終サ

イクル終了後の幅は最大で 0.20mmに留まった。 

軸力比 0.50 サイクルにおいて正面柱脚部に柱外側主

筋に沿った縦ひび割れが発生したが，これらはいずれも

幅 0.05mm以下と極めて軽微であった。 

b) 試験体 No.2【付着除去モデル】 

軸力比 0.30 サイクルに至るまで目視によるひび割れ

の発生は一切確認されなかった。これは柱端部に施した

付着除去による曲げ戻し効果により端部の損傷が軽減さ

れたものと考えられる 15)。 

軸力比 0.30 における R=-1/50rad において圧縮側柱脚

部に柱外側主筋の配筋位置に沿った位置に最大で幅

0.05mm の縦ひび割れが発生し，軸力比 0.40 サイクルに

おいてそのひび割れ幅は最大で 0.10mm に増大した。軸

力比 0.40における R=1/50radにおいて同様の縦ひび割れ

が圧縮側柱脚部に発生した。軸力比 0.50サイクルにおい

て正面柱脚部に柱外側主筋に沿った縦ひび割れが発生し

たが，その幅は最大で 0.05mm と損傷は軽微であった。

また，軸力比 0.40サイクルで東面柱脚部に発生した縦ひ

び割れの幅は最大 0.65mm にまで増大したが，これによ

る柱の構造性能への影響は確認されなかった。 

Mmax Qmax Mu Qu

(kN・m) (kN) (kN・m) (kN)

0.05 137 80.1 114 62.0 1.29 186 0.62

0.20 548 116 165 103 1.12 213 0.78

0.30 822 139 199 121 1.15 231 0.86

0.40 1096 159 227 132 1.20 248 0.91

0.50 1370 178 254 136 1.31 266 0.96

0.05 135 74.2 106 61.8 1.20 185 0.57

0.20 541 110 158 102 1.08 211 0.75

0.30 812 136 194 120 1.13 229 0.85

0.40 1082 156 223 131 1.19 247 0.90

0.50 1353 174 248 135 1.29 264 0.94

0.05 143 74.1 106 62.8 1.18 198 0.53

0.20 573 104 149 106 0.99 226 0.66

0.40 1146 152 218 136 1.12 263 0.83

0.60 1719 187 267 136 1.37 300 0.89

0.68 1948 197 281 128 1.54 300 0.94

せん断終局強度

Mmax/Mu Qmax/Qu

No.1
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No.3

実験値 終局曲げモーメント

軸力(kN)試験体名 軸力比

 

(a) 試験体 No.1 

 

 

(b) 試験体 No.2 

 

 

(c) 試験体 No.3 

図－9 軸力増大サイクルにおける M-θ 関係 
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c) 試験体 No.3【外柱モデル】 

軸力比 0.05 サイクルにおける引張軸力下の R=-

1/800rad 加力時に微細なひび割れが確認された。この微

細なひび割れは幅 0.05mm 未満であり，その残留ひび割

れは R=1/200rad サイクルに至るまでは目視で確認でき

なかった。これは，軸力比 0.05における R=1/800rad加力

の際に通常目視では確認できないほど極めて微細なひび

割れが発生し，このひび割れが引張軸力入力時に顕にな

ったものであると考えられる。軸力比 0.05における R=-

1/400rad で引張側柱脚部に曲げひび割れが発生し，軸力

比 0.05 における R=1/200rad で引張側柱脚部に柱外側主

筋の配筋位置に沿ったひび割れが発生した。基本サイク

ルにおいて変形角の増大につれてひび割れ数は増加した

が，その幅はいずれも 0.05mm未満であった。 

また，軸力増大サイクルにおいて軸力比 0.68サイクル

に至るまでひび割れ発生数は増大したが，その幅は最大

0.10mm と軽微であった。軸力比 0.68 サイクルにおいて

引張側柱脚部のひび割れ幅が増大し最大 0.35mm となっ

たが柱の構造性能への影響はみられなかった。 

 

8. 曲率分布 

 図－11に試験体鉛直方向の変位の測定区間を示す。曲 

率は測定した左右の鉛直変位より求めた。図－12に試験 

 

体 No.1 の基本サイクル正加力時における曲率分布の比

較を示す。曲率分布より，考案した工法を施した柱脚部

に変形が集中する傾向にあった。また，軸力比の変動に

よる曲率の変化はほとんどみられなかった。試験体 No.2，

No.3 についてもほぼ同様の変形を示し，軸力比の変動に

よる変化はみられなかった 

 

 

 

 

 

 

 

 

*括弧内は除荷後の 

ひび割れ幅 
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(a) 試験体 No.1 (b) 試験体 No.2 (c) 試験体 No.3 

図－10 各試験体の基本サイクルおよび最終サイクル終了時のひび割れ状況 

   

(a) 試験体 No.1 (b) 試験体 No.2 (c) 試験体 No.3 

写真－1 最終加力サイクル終了後のひび割れ写真 

 

図－11 試験体鉛直方向の変位測定区間 

 

 

図－12 基本サイクル時の曲率分布 
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9. まとめ 

本研究では，半固定型柱の工法の考案および改善とそ

の妥当性の検証，半固定型柱の基本的な構造性状の解明

を目的とし，鉄筋コンクリート造半固定型柱の構造実験

を行った。実験結果を検討し，以下の結論が得られた。 

(1) 内柱を想定した試験体は，高軸力下おいて軸力の増

大とともに耐力も増大し，軸力比 0.50 における

R=1/50rad まで安定した履歴および良好なエネルギ

ー吸収を示した。 

(2) いずれの試験体もR=1/50radを最大変形角とする基

本サイクルを経験後も，柱脚部および柱軸部に発生

したひび割れは小さく幅 0.05mm未満であった。 

(3) いずれの試験体も柱脚部に変形が集中する傾向に

あった。また，柱脚部に危険断面が円形となるテー

パーを施したことで大変形時における柱脚部の圧

壊による損傷を軽減できた。 

(4) テーパー角度を小さくし柱脚部かぶりコンクリー

トの領域を減少させたことで，軸力を増大させ

R=1/50rad の大変形を繰り返し経験後も，既往の研

究 1)にみられた柱脚部の割裂破壊および剥離は発

生せず，破壊性状の大幅な改善が確認された。 

(5) 付着除去を施した試験体は軸力比 0.20 における

R=1/50rad 経験後も目視できる損傷は確認されなか

った。加えて，軸力比 0.30以降のサイクルについて

も付着除去を施していない試験体に比べひび割れ

の発生が少なく，優れた損傷軽減効果が確認された。 

(6) 外柱を想定した試験体は，変動軸力下において圧縮

軸力の増大とともに耐力も増大し，軸力比 0.68 に

おけるR=1/50radまで安定した履歴および良好なエ

ネルギー吸収を示した。加えて，発生したひび割れ

のほとんどは幅 0.05mm 以下と損傷は軽微であり，

外柱を想定した場合においても半固定型柱の優れ

た構造性能が確認された。 

以上のように，内柱および外柱を想定した半固定型柱

は安定した履歴および優れたエネルギー吸収を示し優れ

た構造性能を有することが確認された。また，大変形を

繰り返し経験後も柱軸部および柱脚部の損傷は軽微であ

り本工法は妥当であったといえる。 
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